
＜
趣

旨
＞

女
性

を
応

援
す

る
様

々
な

情
報

を
利

便
性

の
高

い
仕

組
み

で
一

元
的

に
提

供
す

べ
く
、

総
合

的
な

情
報

プ
ラ

ッ
トフ

ォ
ー

ム
を

構
築

し
た

※
（平

成
2
7
年

3
月

末
開

設
）。

引
き

続
き

、
女

性
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
支

援
情

報
を

提
供

す
る

た
め

、
掲

載
情

報
の

更
な

る
充

実
や

、
検

索
機

能
等

の
強

化
を

図
る

。
※

「日
本

再
興

戦
略

改
訂

2
0
1
4
（平

成
2
6
年

6
月

2
4
日

閣
議

決
定

）」
、
「す

べ
て

の
女

性
が

輝
く
政

策
パ

ッ
ケ

ー
ジ

（平
成

2
6
年

1
0
月

1
0
日

す
べ

て
の

女
性

が
輝

く
社

会
づ

く
り
本

部
決

定
）」

及
び

「女
性

の
チ

ャ
レ

ン
ジ

応
援

プ
ラ

ン
（平

成
2
7
年

1
月

1
6
日

内
閣

府
男

女
共

同
参

画
局

）」
を

踏
ま

え
開

設
。

＜
サ

イ
ト
の

構
成

＞

女
性

を
応

援
す

る
下

記
の

施
策

を
分

野
別

に
整

理
。
（右

図
参

照
）

女
性
応
援
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

【
画

面
イ

メ
ー

ジ
】

ト
ッ

プ
ペ

ー
ジ

（
→

）
、
リ
ン

ク
（
バ

ナ
ー

）集
（↗

）

▶
U
R
L
：

ht
tp

:/
/w

w
w

.g
en

de
r.g

o.
jp

/p
ol

ic
y/

so
ku

sh
in

/o
ue

n/

→
 ・

掲
載

す
る

情
報

の
充

実

・
検

索
機

能
等

の
強

化

＜
掲

載
施

策
＞

・
・
・

関
係

府
省

の
施

策
を

広
く
掲

載

「
す

べ
て

の
女

性
が

輝
く
政

策
パ

ッ
ケ

ー
ジ

」
に

掲
載

さ
れ

た
施

策

「
女

性
の

チ
ャ

レ
ン

ジ
応

援
プ

ラ
ン

」
に

掲
載

さ
れ

た
施

策

そ
の

他
女

性
を

応
援

す
る

施
策
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （２）問題・課題を抱えた女性に対する情報提供と妊娠、出産、子育て、

介護等に係る支え合い 

小項目 ①暴力や貧困、起業を始め問題・課題を抱えた女性に対し、必要な情報を

確実に届けることが必要である。このため、以下の方向で取組を行う。 

・必要な情報へのアクセスを積極的に促すため、相談窓口の電話番号等の

重点的な情報提供を行う。 

該当施策名 

（事業名） 
ＤＶ被害者のための相談機関案内サービス 

該当施策の背景・

目的 

内閣府が平成 26年度に実施した「男女間における暴力に関する調査」に

よると、男女とも約６割が配偶者からの暴力について相談できる窓口を

「知らない」と回答している。この状況を踏まえ、被害者が最寄りの相

談機関に簡便かつ迅速につながる環境を整備することを目的としてい

る。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算：６，６８３千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 全国共通のダイヤル（0570-0-55210）を設定し、相談者の発信地域等の情報

から、最寄りの相談機関（配偶者暴力相談支援センター等）の電話に自動で

転送するサービスを実施。 

また、内閣府で全国共通ダイヤルの広報用携帯カードを作成し、地方公共団

体に配布する。さらに携帯カードを医療機関、公共施設、多くの人が立ち寄

る場所、被害者の目に留まりやすい場所やトイレ等人目を気にすることなく

手に取りやすい場所に置いてもらうように地方公共団体に依頼する。 

問い合わせ先 

部局課 

内閣府 

男女共同参画局推進課暴力対策推進室 
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Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
た
め
の
相
談
機
関
案
内

サ
ー
ビ
ス

○
全
国
共
通
の
ダ
イ
ヤ
ル

（0
57

0-
0-

55
21

0）
を

設
定
し
、
相
談

者
の

発
信

地
域

等
の

情
報
か

ら
、
最
寄
り
の
相

談
機

関
（配

偶
者
暴

力
相
談

支
援
セ
ン
タ
ー
等
）
の
電
話
に
自

動
転

送
す
る
。

○
広

報
用

携
帯
カ
ー
ド

全
国

共
通

ダ
イ
ヤ
ル
の
広
報
用
携
帯
カ
ー
ド
を
地

方
公

共
団

体
に
配

布
。
被
害
者
の
目
に
留
ま
り
や
す

い
場

所
や

ト
イ
レ
等
に
置
い
て
も
ら
う
よ
う
に
依
頼
。

DV
相

談
ナ

ビ
シ
ス
テ
ム

０
５
７
０
－
０
－
５
５
２

１
０

発
信

地
等

の
情

報
か

ら
す
べ

て
自

動
転

送

Ａ
県

Ｂ
県

Ｄ
県

Ｃ
県

Ｅ
県

Ｆ
県

Ｇ
県
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （２）問題・課題を抱えた女性に対する情報提供と妊娠、出産、子育て、

介護等に係る支え合い 

小項目 ① 必要な情報へのアクセスを積極的に促すため、相談窓口の電話番号等

の重点的な情報提供を行う。 

該当施策名 

（事業名） 

該当施策の背景・

目的 

子どもや保護者からの虐待や子育てに悩んだ際の SOS をいち早くキャ

ッチするため、これまでの 10桁から、覚えやすい３桁の番号にし、３桁

の番号は、迷うことなく通告・相談して頂きたいという思いから「１８９

（いち・はや・く）」とした。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

27年度予算：  19,553千円 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続 

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要  覚えやすい３桁の番号にし、迷うことなく通告・相談して頂く。 

予算は、3 桁化のために各通信事業者がシステム開発を行ったがその運用経

費である。 

問い合わせ先 

部局課 

厚生労働省 

雇用均等・児相家庭局総務課 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （２）問題・課題を抱えた女性に対する情報提供と妊娠、出産、子育て、

介護等に係る支え合い 

小項目 ①必要な情報へのアクセスを積極的に促すため、相談窓口の電話番号等の

重点的な情報提供を行う。 

該当施策名 

（事業名） 
消費者月間事業 

該当施策の背景・

目的 5月の消費者月間において、消費者の自立を支援するためにシンポジウ

ムを開催するにあたり、消費者月間のポスターの配布や近くの消費生活

相談窓口を紹介する「消費者ホットライン」の電話番号「188」（2015年

7月運用開始）の周知等により、消費者月間の広報を強化し、消費者問

題を抱える女性のシンポジウムの参加者を増加させる。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 2,752 千円の内数 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 箇所の駅前広場等で消費者月間のポスター配布するとともに消費者ホッ

トライン「188」の周知等により、消費者月間の広報を強化し、消費者月

間シンポジウムの集客を増やすプロジェクトを実施。 

問い合わせ先 

部局課 

担当者名 

連絡先 

消費者庁 

消費者教育・地方協力課 
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消
費
者
月
間
に
つ
い
て

昭
和

63
年
か
ら
毎

年
５
月

を
「
消

費
者
月

間
」
（
※

１
）
と
し
て
、
消
費
者
・
事

業
者
・
行

政
が

一
体

と
な
っ
て
、

消
費

者
問

題
に
関

す
る
教
育
・
啓
発
等
の

事
業

を
集
中

的
に
行
っ
て
い
る
。

消
費

者
庁

消
費

者
支

援
功

労
者
表
彰

消
費
者
利
益
の
擁
護
・
増
進
の
た
め
に
各
方
面
で
活
躍
さ
れ
て
い
る

方
々
を
表
彰
す
る
制
度
と
し
て
、
昭
和
6
0
年
よ
り
開
始
。
従
来
、
内
閣

特
命
担
当
大
臣
の
み
だ
っ
た
が
、
消
費
者
庁
創
設
に
伴
い
、
平
成
2
3
年

度
か
ら
内
閣
総
理
大
臣
表
彰
、
ベ
ス
ト
消
費
者
サ
ポ
ー
タ
ー
章
を
開
始
。

併
せ
て
、
個
人
だ
け
で
は
な
く
団
体
も
表
彰
対
象
と
し
た
。

＜
平
成
2
7
年
度
受
賞
者
内
訳
＞

内
閣
総
理
大
臣
表
彰

５
件
［
個
人
３
件
、
団
体
２
件
］

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
表
彰

1
8
件
［
個
人
1
1
件
、
団
体
７
件
］

ベ
ス
ト
消
費
者
サ
ポ
ー
タ
ー
章

4
8
件
［
個
人
2
8
件
、
団
体
2
0
件
］

統
一

テ
ー
マ
の

設
定

消
費
者
月
間
の
期
間
中

、
様
々
な
機
関
・
団
体
等
が
実
施
す
る
月
間
事
業

に
一
体
感
を
持
た
せ
る
た
め
、
毎
年
統
一
テ
ー
マ
を
設
け
て
い
る
。

平
成

27
年
度
は
、
消
費
者
が
主
役
と
な
っ
て
選
択
・
行
動
で
き
る
社
会
の

形
成
に
向
け
た
取
組
の

促
進
を
図
る
た
め
、
『

み
ん

な
で
つ
く
ろ
う
！

消
費
者
が
主
役
の
社
会

！
！
』

と
し
た
。

関
連

事
業

の
実

施

ポ
ス
タ
ー
の

作
成

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の

開
催

統
一
テ
ー
マ
に
基
づ
き
、
毎
年
５
月
末
に
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
。

内
容
は
、
有
識
者
に
よ
る
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
消
費
者
支

援
功
労
者
表
彰
受
賞
者
紹
介
な
ど
。

ま
た
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
終
了
後
は
、
消
費
者
支
援
功
労
者
表
彰
受
賞

者
を
囲
む
懇
談
会
を
開
催
。

消
費
者
月
間
に
あ
わ
せ
て
、
消
費
者
団
体
・
事
業
者
・
地
方
公
共
団
体

等
が
講
演
会
や
啓
発
パ
ネ
ル
展
示
、
街
頭
啓
発
な
ど
の
教
育
・
啓
発
等

の
事
業
を
実
施
。

消
費
者
月
間
を
広
く
国
民
に
周
知
す
る
こ
と
を

目
的
に
、
ポ
ス
タ
ー
を
作
成
。

配
布
先
は
、
消
費
者
団
体
・
事
業
者
・
地
方
公

共
団
体
等
な
ど
。
平
成
2
7
年
度
は
５
月
の
中
に

全
国
約
8
,
0
0
0
ケ
所
に
掲
示
さ
れ
た
。

（
※
１
）
「
消

費
者
保
護
基
本
法
（
消
費
者
基
本
法
の
前
身
）
」
が
昭
和

43
年

5月
に
施
行
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
そ
の
施
行

20
周
年
を
機
に
、
昭
和

63
年
か
ら
毎
年

5月
が
「
消
費
者
月
間
」
と

さ
れ

た
。
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平
成

2
7
年
度
消
費
者
月
間
に
つ
い
て

＜
平

成
27

年
度
統
一
テ
ー
マ
に
つ
い
て
＞

「
み

ん
な
で
つ
く
ろ
う
！

消
費

者
が

主
役
の

社
会
！

！
」

•
本
年

３
月

、
消

費
者
基
本
計
画
を
策
定
（
対
象

期
間
は

平
成

27
年

度
か
ら
平

成
31

年
度

）
。

•
今

後
の

消
費

者
政
策
の
推
進
に
は
、
消

費
者
庁

、
消

費
者
行

政
担
当

部
局
、
消

費
者

団
体

だ
け
で
な
く
、
事
業
者
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
も
含
め
た
社

会
経
済

全
て
の

主
体

が
、
消

費
者
の
利
益
の
擁
護
・増

進
を
意
識

し
て
活

動
す
る
こ
と
が
重
要
。

•
全

国
で
多

様
な
主
体
の
連
携
・
協
働
が
促
進

さ
れ
る
こ
と
を
期
待

。

＜
消

費
者
月
間
関
連
事

業
に
つ
い
て
＞

•
消

費
者

功
労

者
支
援
表
彰
等
（
＊
）

５
月

26
日
（
火
）

官
邸
に
お
い
て
実
施
予

定
（
＊
）
消
費
者
利
益
の

擁
護
・
増
進
の
た
め
に
各
方
面
で
活
躍
さ
れ
て
い
る
方
々
を
表
彰
す
る
制
度

と
し
て
昭
和

60
年
よ
り
実
施
。

27
年
度
は
、
内

閣
総
理
大
臣
表
彰
５
件
、
内

閣
府
特
命
担
当
大
臣
表
彰

18
件

•
消

費
者

月
間

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

５
月

25
日
（
月
）

15
時
～

18
時

、
イ
イ
ノ
ホ
ー
ル
に
て
実

施
基
調
講
演
及
び
パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

•
地

方
公

共
団

体
等
の
月
間
関
連
事
業

消
費

者
庁

Ｈ
Ｐ
に
お
い
て
周
知

全
国

に
お
け
る
講
演
会
、
パ
ネ
ル
展
示

等
の
関

連
事
業

は
、
１
５
０
件

程
度

＜
消

費
者
月
間

と
は
＞

「
消

費
者
保

護
基

本
法
（消

費
者
基
本
法
の
前
身
）」

が
昭

和
43

年
５
月
に
施
行

さ
れ

た
こ
と
か

ら
そ
の

施
行

20
周
年
を
機
に
、
昭
和

63
年

か
ら
毎
年

５
月

を
「消

費
者

月
間
」

と
し
、
統

一
テ
ー
マ
を
設
定
し
、
消
費
者
、
事
業
者

、
行
政

が
一
体

と
な
っ
て
、
消
費
者

問
題

に
関

す
る
教

育
・
啓
発
等
の
事
業
を
集
中

的
に
実

施
。
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ４．暮らしの質の向上のための取組 

中項目 （２）問題・課題を抱えた女性に対する情報提供と妊娠、出産、子育て、

介護等に係る支え合い 

小項目 ①必要な情報へのアクセスを積極的に促すため、相談窓口の電話番号等の

重点的な情報提供を行う。 

該当施策名 

（事業名） 
地方消費者行政推進事業 

該当施策の背景・

目的 消費者問題を抱えた女性が円滑に消費生活相談を受けられるよう、近く

の消費生活相談窓口を紹介する「消費者ホットライン」の電話番号

「188」（2015年 7月運用開始）の周知等に係る地方公共団体における取

組みを支援し、相談窓口の認知度の向上と活用の促進を図る。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 3,000,000千円の内数 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられる地域体制のを全国的

に整備するため、消費者行政の「現場」である地方公共団体が行う消費者

の安全・安心確保に向けた取組を強力かつ安定的に支援する。 

問い合わせ先 

部局課 

担当者名 

連絡先 

消費者庁 

消費者教育・地方協力課 
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